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情報通信審議会 郵政政策部会（第１９回）議事録 

 

１ 日時 

平成２７年９月２８日（月） １４時００分～１４時３７分 

 

２ 場所 

  総務省 第１特別会議室（８階） 

 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

村本 孜（部会長）、井手 秀樹（部会長代理） （以上２名） 

（２）臨時委員（敬称略） 

及川 公子、関口 博正、山田 忠史 （以上３名） 

（３）総務省 

（情報流通行政局） 

武田 博之（郵政行政部長）、齋藤 晴加（企画課長）、 

北林 大昌（郵便課長）、後藤 慎一（信書便事業課長）、 

中山 裕司（国際企画室長）、松岡 幸治（郵政行政総合研究官）、 

竹中 恵一（郵便課課長補佐）、笹本 将吾（郵便課課長補佐） 

（４）事務局 

中村 伸之（情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長） 

 

４ 議 題 

「郵政事業のユニバーサルサービス確保と郵便・信書便市場の活性化方策の在り方」

答申（案）について 

【平成 25 年 10 月 1 日付け諮問第 1218 号】 
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開  会 

 

○村本部会長  ただいまから第１９回情報通信審議会郵政政策部会を開催させていただ

きます。本日は、委員及び臨時委員９名中５名の出席がございますので、定足数を満た

しております。 

 

議  題 

「郵政事業のユニバーサルサービス確保と郵便・信書便市場の 

活性化方策の在り方」答申（案）について 

 

○村本部会長  それでは、お手元の議事次第に基づきまして、進行してまいりたいと思

います。本日は、郵政事業のユニバーサルサービスの確保方策を内容とする答申を固め

るということでお願いしたいと思います。 

 答申（案）につきましては、前回８月２６日の会合以降、８月２８日から９月１１日

の間に意見募集（パブリックコメント）を行いました。その結果を事務局からご説明い

ただいて答申（案）の審議に移りたいと思います。それでは、事務局からご説明をお願

いいたします。 

○北林郵便課長  それでは、資料１９－１と１９－２をお手元にお配りさせていただい

てございますが、これを一括してご説明させていただきたいと存じます。 

 まず、資料１９－１の答申（案）と書かれている答申そのものでございます。答申

（案）につきましては、前回の８月２６日におまとめいただいたものでございますが、

内容は変わってございません。ただ１点、追記したところがございますので、それにつ

いてのみご説明をさせていただきたいと存じます。 

 ２８ページの「おわりに」というところでございますが、一番下の３行を追記させて

いただいております。この答申（案）につきましては、この郵政政策部会で取りまとめ

ていただいて、本日、こちらでよろしければ答申という形になるわけでございます。総

務省は、この答申を踏まえて、特に短期的な取組については速やかに必要な検討なり取

組を進めていくということになります。また、中長期的なところについても、この「お

わりに」の中で追記した３行にございますとおり、検討体制を含め今後とも継続的に検

討していくということになっているわけでございます。 
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 一方、当審議会の場でも本答申において継続的な検討とされたものにつきましては、

当部会で検討を行いたいということ、あるいはそういうことを考えているということを

申し上げてきたところでございます。今回、後ほどご説明しますパブリックコメントの

中でも、当審議会での検討をお願いしたいという意見も出ているところでございますの

で、審議会での検討に関して、内容を変えているわけではありませんが、明示しておい

たほうがよいのではないかということで追記させていただきました。要は、今回答申で

示しました取組状況を含めて、状況の変化等に応じて適切に確保方策に関して必要な調

査、審議の再開ということを記載したというものでございます。答申（案）に関する追

記、修正の点につきましての説明は以上でございます。 

 引き続き、資料の１９－２でございます。先ほど部会長からも既にご案内いただきま

したが、「郵政事業のユニバーサルサービス確保と郵便・信書便市場の活性化方策の在

り方」答申（案）に対して、パブリックコメントを行いました。その意見概要と、意見

に対する考え方の案ということでまとめさせていただいた資料でございます。 

 表紙をめくっていただきますと、１ページの左上に意見提出期間、それから意見提出

者を四角で囲んでございます。意見提出者につきましては６０者。「個人等」と書いて

ございますが、これは個人か団体か不明の方がいたものですから「等」として４０者、

それから団体２０者、計６０者の方からご意見をいただいたところでございます。 

 この資料のまとめ方について、最初にご説明しますと、答申（案）の項目ごとに意見

を整理してございますので、同じ意見提出者の名前が複数出てくるところがございます。

それから、該当する項目がうまく当てはまらないと思われるものについては、その他と

いうことで最後にくくらせていただきました。また、言い回し、一言一句同じではない

のですが、ほぼ同様の内容と思われるものは同じ番号の意見としてまとめております。

それからもう一つ、個々の意見につきましては、一言一句すべてを記載しているわけで

はございません。この答申（案）に対する意見のポイントと思われるようなところを記

載させていただいてございますので、意見概要という形で左の欄に書かせていただきま

して、右側の欄で意見に対する考え方を書くという形でまとめさせていただいてござい

ます。 

 それでは、具体的にいただいた意見につきまして、主なものを順次ご紹介させていた

だければと思います。 

まずは、３ページの意見番号２番でございます。提出された意見の概要でございます
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が、ヤマト運輸労働組合から、ユニバーサルサービスのコストの算定手法についてご意

見をいただいております。意見の中段ぐらいからですが、このＮＡＣ法では云々と出て

いまして、日本郵便が経営努力を怠っても、ユニバーサルサービスコストとして扱われ

てしまうということで、ＮＡＣ法は除外すべきであるという意見でございます。 

 右側に意見に対する考え方を記載しております。２行目の後ろのほうから、郵政事業

のユニバーサルサービスの確保方策の在り方を検討するに当たり、赤字地域や赤字サー

ビス、赤字額等を把握することが必須であることから、ＮＡＣ法を採用したものである。

また、各算定方式のメリット、デメリットを踏まえて採用したということが、考え方で

ございます。また、中長期的な検討方策として、ユニバーサルサービスコストの算定方

法を検証していくことになっておりますが、検証の中で、日本郵政、日本郵便の経営効

率化やコスト削減努力等の経営努力を前提としたコストを明らかにすること等の観点を

踏まえることが必要ということも答申（案）の中には記載されている旨まとめておりま

す。 

 続きまして、５ページの６番の意見でございます。短期的に検討すべき確保方策とい

うところの１つ目の意見でございますが、こちらは少子高齢化の進行に合わせて高齢者

サービスを一層強化し、収益向上につなげていただきたいという趣旨のご意見をいただ

いております。これにつきましては、右側にございますとおり、「なお」以下のところ

で、自治体や他業種との連携等による新規サービスの拡充等を明示しているということ

を記載しております。 

 また、６ページの７番のご意見でございます。こちらも一人暮らし世帯（高齢者）へ

の新規サービスの展開を希望する。あるいは、最後の段落「また」以下で、地方創生に

対して、ネットワークが果たす役割は非常に大きい、ワンストップ行政サービスの実現

を希望するというご意見をいただいています。考え方といたしましては、先ほどと同様、

自治体や他業種との連携等による新規サービスの拡充、また、答申（案）の中にも記載

してございますが、少子高齢化、人口減少等が進展していく中で、今後とも将来にわた

ってますます国民生活・地域社会の貴重なインフラとして維持することが期待されてお

り、そのような観点からもユニバーサルサービス確保方策を検討し取りまとめた、その

ように記載しております。 

 ７ページの９番に、日本郵便からご意見をいただいてございます。当社が経営努力を

していくのは当然のこととして、答申（案）に基づき政府において具体的な政策の立
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案・実施を進めていくことを期待するというご意見をいただいております。 

 ８ページの１０番以降は、会社に経営効率化ばかり追い求めることはどうなのか、国

としてしっかり取り組むべき、あるいは検討すべきというご意見がずっと続いてござい

ます。 

 例えば９ページの１２番でございます。１行目、国が単純にコスト削減のみを日本郵

政グループに求めてはいけない。中段ぐらいに、国として取り組む方策を考えるべきと

いうご意見をいただいております。右側に考え方を書いております。答申（案）におい

ては、日本郵便においては現在もさまざまな努力を行ってございますが、短期的には、

今後とも効率化や収益拡大に向けた継続的な取組についてさまざまな努力が必要とした

もので、国は取り組むべき方策として、税制面での特例措置の検討が必要であるとして

います。また、中長期的にも確保方策として継続的に検討することが適当と記載してい

るところでございます。しばらくこのようなご意見が続きます。 

 次に、１５ページから１６ページにかけての意見２３番でございます。こちらは全国

郵便局長会からのご意見でございますが、最初に税制の特例措置について早急に講じて

いただきたい。また、預入限度額、新規業務にかかる上乗せ規制の撤廃。最後にユニバ

ーサルサービスコストを経営努力によって吸収するにはおのずと限界がある、そのよう

なご意見をいただいています。 

 また、１６ページの２４番に日本郵政グループ労働組合からもご意見をいただいてご

ざいまして、同じように税制の特例措置、それから上乗せ規制の撤廃のご意見をいただ

いております。 

 ２３番の意見に対する考え方でございますが、こちらは先ほどご説明しました答申

（案）においては、短期的には日本郵便において今後とも効率化や収益拡大に向けた継

続的な取組について努力が必要、中長期的にはサービスレベルの在り方と料金の設定等

について継続的に検討することが適当としております。ただし、最後のなお書きで、金

融二社の新規業務や限度額等に係る制限の緩和については、当部会における郵政事業の

ユニバーサルサービスの確保方策の検討と必ずしも直接関係するわけではないと考えて

いるということで、これについては消費税の特例措置を記載する際にいろいろご意見い

ただいていたところでございますが、こういったご趣旨をまとめて記載させていただい

ております。２４番以降そういった税制措置に対してしっかり取り組んでほしいという

ご意見が続いてございます。 
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 次に、２２ページの意見３３番でございます。２２ページの３３番以降が、短期的な

取組方策としてお示しした税制の措置に対して、どちらかというと反対のご意見をいた

だいております。 

 ３３番ですが、本年の７月３１日付で日本郵便が発表した業務区分別収支が、トータ

ルとしては黒字であり、そのような状況の下で優遇措置が必要なのか、２３ページに続

いていきますと、特定の事業・サービス全体が赤字の場合に限り適用すべきだなど、新

たな優遇措置を追加する必要があるのかはなはだ疑問であるというご意見です。 

 ２４ページの３４番では、税制措置に関連して、ユニバーサルサービス維持にかかる

費用についてはより限定的なものにすべきという意見です。 

 ３５番では、現行の固定資産税の特例措置は廃止すべき。また、特例措置延長は郵政

民営化法の第８条に大きく反している。２５ページの３６番でも同種の意見が出ている

ところです。 

 ３５番の意見に対する考え方を２４ページ、２５ページにかけて記載しております。

意見に対する考え方の１段落目の中段、当該特例措置の検討は、郵政民営化法等により、

日本郵便等に対して提供責務が課せられているユニバーサルサービスの安定的な確保の

ために必要であると考えている。なお、郵政民営化法第８条については、同種の業務を

営む事業者との対等な競争条件を確保するために必要な制限を加える旨規定されている。

さらに、２５ページの最後の段落で、郵政民営化法第７条の３には、日本郵便等に対し

て課せられているユニバーサルサービスの提供の責務の履行の確保が図れるよう、政府

において必要な措置を講ずるという規定もあることを記載しております。 

 次に、２６ページの３７番、２７ページの３８番では、金融ユニバーサルサービスの

消費税の特例措置について、反対のご意見をいただいております。これにつきましては、

例えば２６ページの３７番のところでございますが、右側をご覧いただきますと、この

場でもご説明させていただきまして、答申（案）の中にも記載がございますが、金融ユ

ニバーサルサービスの提供責務を果たすためには、関連銀行・関連保険会社から窓口業

務委託を受けることが必要であるという制度になっているところでございます。 

 しかしながら、窓口業務委託手数料には消費税が発生し、それが関連銀行等の負担に

なる。そういう意味では、金融のユニバーサルサービスの提供に支障が生ずるという懸

念もあるところでございますので、安定的に金融のユニバーサルサービスを確保すると

いう観点からは、消費税の特例措置について関連銀行等を対象としていることを記載し
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ているところでございます。 

 次に、２８ページの４０番でございます。短期的な方策のその他のところでございま

すが、大型郵便受箱の規格の見直しの検討にあたっては、同業他社からの意見も取り入

れるべきというご意見でございます。考え方につきましては、総務省において関係団体

等から意見を聴取しながら検討されるものと記載いたしました。 

 ２９ページの４２番から中長期的に検討すべき確保方策につきましてのご意見という

ことでまとめております。４２番につきましては、日本郵便から、ユニバーサルサービ

スコストの算定については、誤解を招かないよう改善・進化させていただくことを要望

しますというご意見をいただいています。 

 また、４３番では郵便のサービスレベルの在り方と料金の設定について、同じく日本

郵便から、今後政府において制度の運用、政策の立案・実施を進めていただくことを要

望するというご意見。 

 また、４４番では日本郵政グループ労働組合から、コストに見合った郵便料金の改定

が必要だというご意見もいただいています。 

 これらの意見に対する考え方は、答申（案）において、中長期的な確保方策について、

料金についてはサービスレベルやコストと表裏一体のものであり、サービスレベルの在

り方の検討も考慮しつつ、継続的に検討することが適当であるとしていますと、そのよ

うに記載しております。 

 ３２ページの４９番からは、政策的な低廉料金サービスに対するコスト負担の在り方

へのご意見でございます。 

 ４９番で、日本郵便から、政策的な低廉料金サービスや郵便局ネットワークの維持に

係るコスト負担の在り方については、諸外国の例も参考に引き続き幅広い選択肢をご検

討いただくことを要望するというお話をいただいてございますので、これは２つ合わさ

っているわけなのですが、同様にこの答申（案）においてまとめていただいている部分

を考え方として記載してございます。第三種、第四種の政策的な低廉料金サービスにつ

いては、政策目的や利用者ニーズを考慮しつつ、コスト負担の在り方について継続的に

検討する。また、郵便局ネットワークの維持に係るコスト負担の在り方についても継続

的に検討するとなっていることを記載してございます。 

 ３７ページの５７番以降は、その他の意見でございますが、こちらへの考え方は

「－」ということになってございます。５７番以降の意見につきましては、答申（案）
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に対する意見ではないと考えられるものですから、部会としての意見に対する考え方を

出すというのもどうかということで「－」にさせていただいたところでございます。 

 資料１９－２、パブリックコメントの意見概要とその考え方の説明は以上でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

○村本部会長  ありがとうございました。答申（案）の最後の３行を少し追加するとい

うことと、資料１９－２のパブリックコメントのご紹介とそれに対する考え方をご説明

いただきました。何かご質問等ございましたら、ご自由にご発言いただければと思いま

す。 

  私から１点だけ、個人等４０者とありますが、この個人の属性は、大まかにどのよう

な感じでしょうか。 

○北林郵便課長  個人ですから、端的に言うと、個人名で具体的にどこに所属されてい

る方であるということが明確に記載されているわけではないので、属性について、一概

には言えないというところでございます。 

○村本部会長  わかりました。少なくともこういうことに意識のある人ということです

かね。 

○北林郵便課長  そうです。 

○村本部会長  はい。井手委員、どうぞ何かございましたら。よろしいですか。 

○井手部会長代理  はい。 

○村本部会長  関口臨時委員、何かございますか。 

○関口臨時委員  特にございません。 

○村本部会長  山田臨時委員、何かございますか。どうぞ。 

○山田臨時委員  １つだけ、今後への提言というか、意見を計算技術者として申し上げ

ますと、３ページあたりにＮＡＣ法についていろいろと意見が出されていますし、１５

ページにも配達順路や郵便局配置の最適化があります。計算の技術のことで申しますと、

どういう数値データが入力可能なのかということ、及びその数値データが将来的にも予

測可能で、しかも信頼性の高い数値として入力できるかどうかということがとても大事

であり、それによって計算手法はすごく影響を受けるものなのです。おそらく今回のＮ

ＡＣ法もそういう事情もあって選ばれていると想像しています。もちろん、目標や目的

に合わない計算をすることはだめなことなのですけれども、これからも中長期的な課題

としてこの算定手法の検証を行うのであれば、どういう数値が入力可能であり、それに
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よってこんな計算ができるという説明も明示して、よってこういうデータなのでこうい

う計算方法なのですと言うと、言い訳と言ったらおかしいですけれど、なぜこの方法な

のかという説明力が上がると思います。 

 １５ページの意見の配達順路や郵便局配置の最適化というところで、みまもりサービ

スのことも踏まえて現状がわかってないのではないかというようなことが書いてあるの

ですけれども、これも計算的に言えば、みまもりサービスの話を数値的に、しかも将来

予測可能な形で入力できれば、多分両方込みで計算することができるのです。つまり、

みまもりサービスを考慮した上での配達順路の最適化や郵便局配置の最適化が、計算技

術的には可能なのです。しかし、データとして、信頼性の高い数値を入れられるかどう

かなどの問題があります。その辺は、提出者の方も恐らくそこまで理解されていないと

思いますし、意見への考え方としてもそこまで理解していないように思えます。そうす

るとかみ合わないので、計算というのはこういうものなのです、こういう事情がありま

すということも、少し考慮できると、計算技術者としてはうれしいかなと思います。 

○村本部会長  ありがとうございました。 

 我々の答申（案）でも「おわりに」のところで、今回はこういうことだけれどもとい

うコメントをつけてありまして、それをできるだけ継続的にチェックしていきましょう

というトーンで書いております。ですから、これが唯一無二のものではないというよう

に読めばいいのではないかと思っております。引き続き山田臨時委員にご協力いただい

て大いに改善していきたいと思っております。 

 ほかに何かございますか。どうぞ。 

○井手部会長代理  ２２ページから２３ページにヤマト運輸からご意見が出されており

ます。その２３ページの上から５行目のところで、社会的インフラとも言うべき郵便ポ

ストや郵便局ネットワークを民間事業者へ開放することで利用率を向上させ、例えば電

話事業のように接続料収入を得ることで国民負担を増大させることなくユニバーサルサ

ービスの安定維持を図ることは十分に可能であると書かれています。ここだけ読むと、

郵便ネットワークを開放すればヤマト運輸がそれに乗っかるというご意見とも受け取ら

れるので、本当に開放すればそれを利用するのかどうかも含めて、郵便ネットワークを

開放するということも今後の検討課題として、ひとつご指摘として受けとめていいので

はないかと思います。 

 もう一つは、２３ページの一番下の最後の３行です。ユニバーサルサービスの確保策
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は日本郵便に限定されることなく、ユニバーサルサービスを提供する各事業者に公平公

正に適用されるべきである。これもよく意味がわからないのですけど、ユニバーサルサ

ービスを提供している事業者は、今のところ日本郵便しかないわけです。ヤマト運輸が

ユニバーサルサービスを提供する一般信書便に参入する意思があって、そのときにはユ

ニバーサルサービスの確保方策を同様に適用してほしいという意見と受け取ることもで

きます。ここのところでヤマト運輸はいろいろ書かれておりますけれども、今後こうい

う意見がまた出てくる可能性があるので、ここは我々として、あるいは総務省として、

きちんと受けとめて回答しておくべきだと思います。 

○村本部会長  何かご意見ございますか。 

○北林郵便課長  井手委員からお話がありましたとおり、具体的にどういう形があるの

かということはありますが、先ほどの最後のところなどは、ユニバーサルサービスとい

う定義にも関わってくるかと思います。おっしゃるとおり、今は日本郵便という会社に

ユニバーサルサービスの提供責務が課せられているという現状で、さらに言うと、一般

信書便と必ずしもそのユニバーサルサービスの提供責務自体がイコールな規制の枠組み

になっているわけではないということも前提としてあります。そういったことも含めて、

今後どういう形があるのかということは、継続的に検討していくという必要があるのだ

ろうなとは考えております。 

○松岡郵政行政総合研究官  補足を少し。今井手委員からご指摘のあった２つのうち一

点目のほうは、まさに日本郵便だけがユニバーサルサービスを提供するということを前

提としていると思うのですが、そちらのほうに関して郵便ポストの開放と、これは技術

……、前例はありませんし、技術的にも恐らく非常に難しいだろうということはあると

思われますので、それ自体は少し検討するのは難しいのかなと思います。ただ、一般論

的に郵便ネットワークの活用という話については、これまでもときどき俎上に上ってま

いりましたので、その話自体はそのようなことで受け止めるべきなのだろうと思います。 

 それともう１点の、仮にユニバーサルサービスというものの定義という話もございま

すが、一般信書便事業者が参入し、ユニバーサルサービス提供義務を負った日本郵便と

一般信書便事業者とが競争する環境に仮になったとすれば、それはやはりそういう前提

でユニバーサルサービス義務そのものを負っている郵便に対して与えられるべき恩恵的

なものと、それとほぼ互角の土俵で競争する一般信書便事業者に対する一定の措置とい

うのが、まさに競争の実情等に応じて、その場合はまた考えられるべきなのだろうと思
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います。仮定としては、一般信書便事業者が参入し、さらにそれがどのような形でサー

ビスを提供していくのかということの前提になってくると思いますので、そういったと

ころは状況を見ながら、中長期の検討の中に含めていければと思います。 

○村本部会長  そういう課題があるということで受け止めるしかないかなと思います。

これは引き続き何らかの形で検討していく局面もあるのではないかなと思いますので、

ご意見はご意見として承っておこうということですね。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 最後の３７ページからの５７番、５８番、５９番のご意見について、これはこのまま

でよろしいでしょうか。特に考え方は付さないということになりますが。この答申

（案）に対してというよりは、かなり一般的な考え方をお述べいただいたということで

すので、やむを得ないかなと思いますが。 

 今ご説明いただいた資料１９－１、１９－２について、特段のご意見がなければ、こ

れを部会の意見としてまとめるということにしたいと思いますが、いかがでしょうか。

よろしゅうございましょうか。 

（異議なしの声） 

ありがとうございました。それでは、資料１９－３のように答申書という形で総務大

臣あてに答申するということで、今回の諮問に対しては答申が完了したということで扱

いたいと思います。本日ご発言いただいたことは総務省で受け止めていただいて、今後

の検討に役立てていただきたいと思いますけれども、その後の措置についてはよろしく

対応していただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは、ただいまの答申に対して、総務省から今後の対応について何かございまし

たらお願いいたします。 

○武田郵政行政部長  郵政行政部長の武田でございます。本日は答申をおまとめいただ

きまして、まことにありがとうございました。本答申取りまとめに当たりましては、村

本部会長はじめ各委員、各臨時委員の先生方には２年間、都合１７回にわたるご審議、

終始熱心なご審議をいただきまして本当にありがとうございました。 

 私ども行政としての取組でございますけれども、既に答申に書いておりますが、昨年

の１２月にいただいた第２次中間答申を受けまして、先般の国会におきましては郵便

法・信書便法改正という形で認めていただき、今、年内施行に向けまして準備を進めて

いるところでございます。ご案内のとおり特定信書便の業務範囲の拡大、それから、日
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本郵便に対しましても郵便の料金に係る手続の簡素化ということでございまして、年内

に確実に実施できるように準備を進めてまいります。 

 また、本日いただきました答申、「おわりに」のところにまさにエッセンスが書かれ

ているところでございますけれども、将来にわたる日本の郵政事業のユニバーサルサー

ビス、諸外国と比べましても非常にレベルの高い立派なサービスではないかと思ってお

ります。最近海外状況を見ましても、郵便料金の値上げが頻繁にほかの国で行われてい

るようでありますし、ますますサービス水準が後退しているというのがほかの国の状況

でございます。最近日本に来られる外国の関係者の方々、必ずと言っていいほど日本の

優れた郵便の現場を視察されまして、さらに日本の郵便を学びたいということで、まさ

に日本の郵便の海外展開ということで、そういう形でも実は日本郵便、大変ご尽力いた

だいているところでございます。 

 私どもとしましては、今日この答申にいただきました当面の取組、これを早速２８年

度税制改正におきまして、税務当局の理解を得られるように最大限努力してまいりたい

と思います。 

 また、中長期のほうでございますが、多分に技術的な計算などいろいろございました

けれども、いろいろとこれを政策ツールにつなげるには、もう少し精査していく必要が

あるのかなと思っております。行政としてもいろいろとその辺は情報収集しながら、ま

た、先生方のご知見をお借りしたいと思っておりますので、その準備を進めて、またご

相談をさせていただけたらと思っております。 

 重ね重ね、本答申、２年間、長期にわたるご審議、本当にありがとうございました。

重ねて御礼を申し上げます。また引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 

 

閉  会 

 

○村本部会長  ありがとうございました。 

 答申の最後に付加されていますように、まだ今後さまざまご意見を伺わなければいけ

ない局面もあろうかと思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

 それから、先ほども冒頭カメラが撮影しておりましたけれども、テレビ朝日さんが熱

心に取材されているようで、先週の木曜日の夕方にも３分くらいの放送がありましたが、

ニュースサイトでぜひご覧いただければと思います。 
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 それから、一部の新聞で、郵政事業のユニバーサルサービスコストが２,３６１億円

と報道されております。この部会で話題になりましたように、単純に郵便業務と窓口業

務の数字を足し合わせた数字ではいけないということがございました。そこだけ少し注

意を払っていただければと思っております。 

 それでは、我々の受けました諮問については答申ができたということで、とりあえず

一段落したと思います。どうも長い間、ご協力ありがとうございました。 

 

 


